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研究成果の概要（和文）：非ケインズ効果に関する先行研究の多くはマクロ時系列データを利用しており、年齢
階級別の分析は筆者の知る限り世界的にも存在しない。もし、財政再建時に若年世代ほど消費を増やしているの
であれば、非ケインズ効果が存在することの一つの証拠となりうる。
本研究では1981年から2013年の総務省『家計調査』個票データを用いてPerotti (1999)の財政状況を反映したオ
イラー方程式を推計した。その結果、①ベンチマークとした世帯主年齢30歳の家計について、政府支出・租税の
双方について非ケインズ効果が観察された、②世帯主年齢が若くなるほど非ケインズ効果が強く作用することも
確認された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this paper is to reconsider the non-Keynesian effects using 
microdata from the Japanese Family Income and Expenditure Survey, which enabled us to collect the 
rotating monthly panel data for six consecutive months of approximately 8000 households’ income and
 expenditure records from 1981 to 2013. The estimation results show the non-Keynesian effects, and 
support its theoretical background that these effects are weaker for elderly households. Further, 
the results of food consumption are more significant than those of the sum of non-durable and 
service consumption and the total consumption expenditure, which is also consistent with the 
non-Keynesian effects.

研究分野： 財政学、マクロ経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
日本経済は低成長と財政赤字に苦しんで

おり、両者を同時解決する可能性をもつ非ケ
インズ効果に関心が集まっている。非ケイン
ズ効果とは、その名の通り、緊縮的な財政
運営が総需要を拡大させる効果のことであ
り、その存在は 1980 年代後半からヨーロ
ッパを中心に議論されてきた。そして、わ
が国でも財政悪化が懸念されるようになっ
た１９９０年代後半からいくつかの研究が
報告されるようになった。しかし、こうし
た先行研究の多くは時系列データを利用し
ており、年齢階級別や所得階層別データを用
いた分析は筆者の知る限り世界的にも存在
しない。もし、財政再建時に若年世代ほど消
費を増やしている、あるいは、流動性制約の
緩い高所得家計ほど消費を増やしているの
であれば、非ケインズ効果が存在することの
一つの証拠となりうる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では総務省『家計調査』等の個票デー
タから年齢階級別・所得別に地域別Repeated 
Cross section Data 作成し、Perotti (1999)
の財政状況を反映したオイラー方程式と、
Giavazzi et.al. (2000)の貯蓄率関数を分析す
ることにより、日本での非ケインズ効果の存
在可能性を再検討する。 
 
３．研究の方法 
 
上記の通り、研究開始当初は『家計調査』

より Repeated Cross section Data を作成し
分析する予定であった。しかし、研究を進め
るにつれ、『家計調査』では調査対象が 6 か
月ごとに入れ替わるため、階層を細かく分け
るとデータが不連続な動きを示し、この不連
続性が分析結果に影響する可能性が明らか
となった（下記、学会報告[7]）。そこで、総
務省統計局に統計法 33 条に基づく調査票情
報の利用申請を行い、新たに個票データに基
づく分析を実施した。 
 
４．研究成果 
 
（１） 主研究の結果 

 
1981 年 1 月から 2013 年 12 月までの

384,379 世帯、2,306,274 の観測値を用いて
Perotti(1999)の財政状況を反映したオイラ
ー方程式に財政ショックと世帯主年齢との
交差項を加えた以下の式を推計した。 
 
 
 
 
 
 

ここで、 tiC , 、 tiY, は第 t 時点における第 i
世帯の 1 世帯当たり実質消費と可処分所得
を、 G

t , T
t は VAR から作成した財政支出シ

ョック、租税ショックを、 tD は構造的基礎的
財政収支が年利 1.5%悪化した、つまり政府
が財政拡大を行った月に１となり他の時期
は０となるダミー変数を、 iage が世帯主年齢
を表している。なお、式を見れば明らかなよ
うに 01  ならば政府支出に関するケインズ
効果を、 02  ならば租税に関するケインズ
効果を表し、 0~

11  ならば政府支出に関
する非ケインズ効果を、 0~

22  ならば租
税に関する非ケインズ効果を表すことにな
る。また、 01  , 02  なら世帯主年齢の増
加 と と も に ケ イ ン ズ 効 果 が 、

0
~
11  , 0

~
22  なら非ケインズ効果が

強まることになる。 
推計の結果、世帯主年齢の面で非ケインズ

効果の存在をサポートする分析結果を得た。
具体的には①消費データに非耐久財＋サー
ビスを用いた場合、ベンチマークとした世帯
主年齢３０歳の家計に対し、政府支出・租税
の双方について非ケインズ効果が観察され
た、②世帯主年齢が若くなるほど非ケインズ
効果が強く作用することも確認された、③被
説明変数を食費に変えると、非ケインズ効果
はより有意に観察されるようになる。この点
は非ケインズ効果の基礎をなす消費の恒常
所得・ライフサイクル仮説と整合的である、
④被説明変数に耐久財も含めると、非ケイン
ズ効果の有意性は低下する。この点も恒常所
得・ライフサイクル仮説と整合的である、等
が明らかとなった。この結果は、下記、学会
報告[4]および英国 Exeter 大学の Workshop
で報告を済ませ、現在学術誌への投稿準備を
行っている。 
 
（２） 関連研究の結果 
 
上記研究と合わせ、いくつかの関連研究も実
施した。主な結果は以下の通り。 
 
①日本の財政政策の有効性に関する研究 
リーマンショック以後、いくつかの国際的

にも著名な研究が、「金融市場が不安定であ
るとき、財政政策の有効性が増加する」との
結果を示している。しかし、これらの分析は、
フィナンシャル・アクセラレータつきの DSGE
で求めた財政支出乗数を「金融市場が不安定
な時の乗数」、フィナンシャル・アクセラレ
ータなしのDSGEで求めた財政支出乗数を「金
融市場が安定的な時の乗数」とみなし比較し
ているに過ぎない。本稿では、金融安定時・
不安定時における金融市場に関するパラメ
ータを別々に推計し、このパラメータをフィ
ナンシャル・アクセラレータつきの DSGE に
適用することより、両時の財政支出乗数をも
とめた。この結果、金融不安定時のほうが安
定時より財政支出乗数が小さくなるという、
既存研究と逆の結果を得た。（下記、雑誌論ttti
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文[1]） 
 
②日本の所得分配選好に関する実証分析 
 本研究では、Engelmann and Strobel (2005)
の手法に倣い、自身の利得が明示的に含まれ
る利得分布案から１つを選択する経済実験
を行い、我が国の所得分配選好を検討した。
その結果、(1)過半の被験者がマキシミン選
好を、数%から 10 数%が効率性選好を、10%弱
は利己的選好を持つ、(2)不平等回避選好を
持つ被験者は少なく、自分より低利得な個人
の利得を更に低下させる分配案を選ぶ被験
者が 10-30%程度いる、等がわかった。（下記、
雑誌論文[2][5]、学会発表[12]） 
 
③利益団体の政治活動と財政再建に関する
理論実証分析 
 本研究では利益団体の政治活動を明示的
に 組 み込ん だ ２期間 モ デルに よ り 、
Pro-cyclical な財政運営がパレートの意味
で効率的となる可能性を指摘し、その実現可
能性を多国間パネルデータにより実証分析
した。この結果、途上国はもとより、アメリ
カ、日本のような政府の効率性が低い先進国
においても Pro-cyclical な財政運営が社会
厚生面で望ましくなる可能性があることが
起きらかとなった。（下記、学会報告
[1][3][5][9][10]） 
 
④２団体間の獲得競争を加味した公共財の
最適配分に関する理論分析 
 団体内では公共財的な性格を有するが、他
団体には負の影響を及ぼす財を、団体内の個
人が協調あるいは非協調的に供給するとき、
どのような均衡が成立するかを理論的に求
め、この実現可能性をカリブレーションによ
り検討した。この結果、この公共財の供給が
相対的に重要でないグループでは各メンバ
ーが協調的に、相対的に重要なグループでは
非協調的に行動するという、直観とは異なる
結果が理論的に導かれた。（下記、学会報告
[8]） 
 
⑤非ケインズ効果の VAR 分析 
本稿では政府の予算制約式を明示的に取

り込んだ VAR を推計し、財政ショック対する
GDP のインパルス反応が、財政収支の初期値
を変えることによってケインズ効果も非ケ
インズ効果も示し得ることを確認した。また、
日本を高齢者区域と若年者区域に分割し、そ
れぞれのデータを用いて同様の分析を行う
と、理論通り、若年地域で非ケインズ効果が
発生しやすいことも確認した。（下記、図書
[1]） 
 
⑥都道府県月次データを用いた公共投資の
雇用・民間投資誘発効果に関する分析 

2001 年 4 月から 2009 年 3 月までの月次都
道府県パネルデータにより公共投資の雇
用・民間投資誘発効果を PVAR により分析し

た。その結果、(1)公共投資の雇用・民間投
資誘発効果は現在も存在する、(2)この効果
は都市で大きく地方で小さい、(3)中央政府
の公共投資は有効求人数に、地方自治体の公
共投資は労働時間・民間投資により大きな効
果を持つ、等が明らかとなった。（下記、図
書[2]） 
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